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1 ――― 本稿の問題意識：複雑な将来推計人口を読み解く 

 

 ４月 26 日に公表された新しい将来推計人口1は複雑な結果となった。出生率の見通しが前回推計よ

り低下したものの、外国人の入国超過の見通しが倍増したために、現役世代の減少が前回の推計より

も抑えられた。ただし、長寿化は引き続き進む見通しとなっており、高齢化率は長期的には前回推計

より高まっている。 

 本稿では、別稿2を踏まえて、総人口と、その内訳となる年齢構成を確認する3。 

 

2 ――― 総人口：100年後には 5000万人を割り込み、100年前を 600万人下回る 

 

 別稿では、年齢区分ごとに、今回と前回の推計結果、および海外からの人口流入（外国人の入国超

過数）の見通しを前回と同程度に据え置いた場合の結果を比較し、次のような特徴や傾向を確認した。 

 

⚫ 15歳未満人口 

・ 海外からの流入増が一定程度の増加要因にはなるが、出生率低下の影響が大きく、前回の標

準ケース（中位推計）と比べて減少。ただし、前回の少子化ケース（出生低位）ほどの減少

は回避。 

⚫ 15～64歳人口 

・ 海外からの流入増加に伴い前回の標準ケースより増加するが、出生率低下の影響が次第に出

てくるため前回からの増加幅は 2060 年をピークに縮小し、2120 年には前回の標準ケースと

近い水準になる。 

 
1 https://www.ipss.go.jp/pp-zenkoku/j/zenkoku2023/pp_zenkoku2023.asp 
2  少子化と長寿化については「新しい将来推計人口を読む（１） 少子化と長寿化の見通し」で確認し、 

海外からの人口流入については「新しい将来推計人口を読む（2） 海外からの人口流入の影響」で確認した。併せて参照されたい。 
3  年金の将来見通しが約100年後までの人口を考慮して作成されるため、以下では2070年までの基本推計の結果に、2071年以降

の出生率や死亡率などを一定と仮定した長期参考推計の結果を結合して見ている。 
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⚫ 65歳以上人口 

・ 男性の長寿化ペースの加速によって 2040 年頃から前回の標準ケースを上回り、2060 年頃か

らは推計期間の更新（長寿化の伸展を考慮する期間の延伸）や海外から流入した人々の高齢

化により前回の死亡低位（長寿化が大きいケース）を上回る。 

 

 これらの年齢区分を合計した総人口は、2010年をピークに減少傾向が続いている（図表 1）。今回の

標準的なケースである中位推計では、推計の起点である 2020年の 1億 2615万人から、50年後の 2070

年には 8700 万人に減少し、その後も 2071 年時点の出生率等が続くと仮定すれば 100 年後の 2120 年

には 4973万人になると見込まれている。この 4973万人という規模は、1920 年（大正 12年）の第１

回国勢調査で判明した 5596万人を約 600万人下回る水準である。 

 前回推計の中位推計と比べると、今回の推計期間の当初から前回を上回っているが、前回と比較し

た増加幅は 2078年の 398万人をピークに縮小し、前回の推計期間の最終年である 2115年には 211万

人の増加にとどまる。これは、推計期間の前半では海外からの流入の蓄積と男性の長寿化ペースの加

速によって総人口が増えるのに対して、推計期間の後半では海外からの流入の影響に加えて出生率の

低下に伴う減少と男女の長寿化の進展に伴う増加とが影響し、結果として 2078 年が前回と比較した

増加幅のピークになったと考えられる。 

 また、海外からの流入を前回推計と同じ水準（6.9万人）と仮定した推計4（図表 1の今回・流入据

置）では、2070年に 8137万人、2120年には 4163万人になると見込まれている。今回の中位推計と比

較すると、2070年で約 560万人、2120年で約 810万人下回っており、この値が海外からの流入の見通

しが増加した影響と言える。 

 

図表 1 総人口の実績と見通し （今回と前回と流入据置の比較） 

 

(注１) 前回・死亡低位は、前回・出生中位を若干上回る水準で推移している。 
(注２) 前回・死亡低位(長寿化大ケース)では出生は中位、それ以外では死亡は中位。 
(注３) 流入据置は、外国人入国超過数を前回推計の2035年時点と同じ水準(6.9万人) 

と仮定した条件付推計の結果。出生と死亡は、ともに中位。 
(資料) 国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集」「日本の将来推計人口」 

 
4  外国人の入国超過数の仮定を変えた推計は、条件付推計として公開されている。条件付推計は前回も公開されていたが、前回推

計の仮定に相当するパターンが含まれているのが今回の特徴である。 
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3 ――― 年齢構成：海外からの人口流入が倍増しても、高齢化率は前回より上昇 

 

1｜標準ケースでの概況：15歳未満比率の低下と 65歳以上比率の上昇が、今後も継続 

 

 15歳未満と 15～64歳と 65歳以上の３区分で見た年齢構成は、1920～2020年の 100年間において、

15歳未満の比率が 36％から 12％へ下がり、65歳以上の比率が 5％から 29％へ上がる、という傾向で

進んできた。この 100年間で、総人口が 5600万人から 1億 2600万人へと２倍以上に増えた一方で、

15 歳未満人口は 2040 万人から 1480 万人へと３割近く減少したため、15 歳未満の比率は 100 年前の

３分の１になっている。他方で、65歳以上人口は 290万人から 3620万人へと 12倍の増加になったた

め、65歳未満の比率は 100年前の６倍になっている。 

 今回の推計の標準的なケースである中位推計をおおまかに見ると、15歳未満と 15～64歳と 65歳以

上の比率は、2020年の１割：６割：３割から、2070年には１割：５割：４割となり、2120年までおお

むねこの比率で推移する見通しとなっている5。2020～2120年の 100年間で、総人口が 1億 2600万人

から 5000万人へと６割減少するのに対して、15歳未満人口は 1480万人から 450万人へと７割減少す

るため、15 歳未満の比率は現在（2020 年）よりも低下する見通しとなっている。他方で、65 歳以上

人口は 3620万人から 2010万人へと４割強の減少にとどまるため、65歳未満の比率は現在よりも上昇

する見通しとなっている。 

 

図表2 年齢構成の実績と見通し （今回の標準ケース） 

 

(資料) 国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集」「日本の将来推計人口」 

 

  

 
5  2071年以降は出生率や死亡率などを一定と仮定した長期参考推計の結果であるため、年齢構成に大きな変化が現れない。 
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2｜各年齢層の比率：海外からの人口流入が倍増しても、長寿化の進行で高齢化率は前回より上昇 

 

 図表 2で概観した各年齢層の比率について、今回と前回の標準的な推計結果（中位推計）、および今

回の推計で海外からの人口流入（外国人の入国超過数）の見通しを前回と同程度に据え置いた場合の

結果（以下では流入据置と呼ぶ）を比較したのが、図表 3と図表 4である。これらの比較のうち、前

回の中位推計と流入据置は、海外からの流入の仮定がほぼ同じであるため、両者の差が出生率の低下

や長寿化の進行の影響を示すことになる6。また、今回の中位推計と流入据置は、出生率と死亡率の仮

定が同じであるため、両者の差が海外からの流入増加の影響を示すことになる。 

 15歳未満の比率の約 100年後の水準は7、前回の中位推計の 10.3％から 1.4ポイント低下して、8.9％

になる見通しである。また、流入据置では、前回の中位推計より 1.5 ポイント低く、今回の中位推計

とほぼ同水準の 8.8％になる見通しである。15歳未満人口については、出生率の低下の影響が大きく、

海外からの流入増加の影響は限定的と言える。 

 15～64歳の比率の約 100年後の水準は、前回の中位推計の 51.3％から 0.7ポイント低下して、50.6％

になる見通しである。また、流入据置では、前回の中位推計より 2.8 ポイント低く、今回の中位推計

より 1.7 ポイント低い 49.1％になる見通しである。今回の中位推計は、海外からの流入増加で押し上

げられているものの、出生率の低下や長寿化の進行8の影響が大きいために前回より低下した、と言え

る。 

 
6  厳密には、前回と今回の日本人の超過入国の差も影響するが、この影響は大きくない。 
7  厳密には、前回の推計は2115年時点、今回の推計は2120年時点である。 
8  長寿化の進行には、男性の長寿化ペースの加速という実態的な変化のほか、推計期間の更新（長寿化の伸展を考慮する期間の

延伸）という将来推計人口の推計方法に依存した変化も含まれている。 

図表3 年齢構成の実績と見通し （今回と前回の比較。15歳未満比率と 15～64歳比率） 

(15歳未満) 

 

(15～64歳) 

 

(注１) 実線は今回の推計、点線は前回の推計。 
(注２) 前回・死亡低位(長寿化大ケース)では出生は中位、それ以外では死亡は中位。 
(注３) 流入据置は、外国人入国超過数を前回推計の2035年時点と同じ水準(6.9万人)と仮定した条件付推計の結果。 

出生と死亡は、ともに中位。 
(資料) 国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集」「日本の将来推計人口」 
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 65歳以上の比率（高齢化率）の約 100年後の水準は、前回の中位推計の 38.4％から 2.0ポイント上

昇して、40.4％になる見通しである。また、流入据置では、前回の中位推計より 3.6ポイント高く、今

回の中位推計より 1.6 ポイント高い 42.0％になる見通しである。今回の中位推計は、海外からの流入

増加の影響（現役世代の増加で押し下げられる影響と流入者の高齢化で押し上げられる影響を総合し

た影響）で押し下げられているものの、出生率の低下や長寿化の進行の影響が大きいために前回より

上昇した、と言える。 

 高齢者を何人の現役世代で支えるかの大雑把な指標として用いられることが多い 15～64 歳人口と

65歳以上人口の比（潜在扶養指数）を見ると、前回の中位推計の 1.33から 0.08低下して、1.25にな

る見通しである。また、流入据置では、前回の中位推計より 0.16低く、今回の中位推計より 0.08低い

1.17になる見通しである。今回の中位推計は、海外からの流入増加の影響で押し上げられているもの

の、出生率の低下や長寿化の進行などの影響が大きいために前回より低下した、と言える。この結果

は、海外からの人口流入が想定どおりに進まなければ、より少ない現役世代で高齢者を支える形にな

ることを示唆している9。 

 

図表4 年齢構成の実績と見通し （今回と前回の比較。65歳以上比率と 15～64歳÷65歳以上） 

(65歳以上) 

 

(15～64歳 ÷ 65歳以上) 

 

(注１) 実線は今回の推計、点線は前回の推計。 
(注２) 前回・死亡低位(長寿化大ケース)では出生は中位、それ以外では死亡は中位。 
(注３) 流入据置は、外国人入国超過数を前回推計の2035年時点と同じ水準(6.9万人)と仮定した条件付推計の結果。 

出生と死亡は、ともに中位。 
(注４) 15～64歳÷65歳以上の縦軸は対数目盛。 
(資料) 国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集」「日本の将来推計人口」 

 

  

 
9  これは人口の年齢構成から単純に考えたものであり、実際には65歳以上の就労状況などにより現役世代の負担は変わる。 
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4 ――― 総括：100年後には総人口が 5000万人を割り込み、高齢化率は前回推計より上昇 

 

 以上の結果をまとめると、次のように整理できよう。 

 

⚫ 総人口は、100年後（2120年）には 4973万人へ減少し、100年前（1920年）を約 600万人下回

る見通し。 

⚫ 15 歳未満と 15～64 歳と 65 歳以上の比率は、2020 年の１割：６割：３割から、2070 年には１

割：５割：４割となり、2120年までおおむねこの比率で推移する見通し。 

⚫ 15歳未満の比率は、前回推計の標準的なケース（中位推計）の 10.3％から 1.4ポイント低下し

て 8.9％になる見通し。海外からの人口流入を前回と同程度に据え置いた場合は 8.8％であり、

流入増加の影響は限定的。 

⚫ 15～64 歳の比率は、前回の中位推計の 51.3％から 0.7 ポイント低下して 50.6％になる見通し。

海外からの人口流入を前回と同程度に据え置いた場合は 49.1％。今回の中位推計は、海外から

の流入増加で押し上げられているものの、出生率の低下や長寿化の進行の影響が大きく、前回

より若干低下。 

⚫ 65 歳以上の比率は、前回の中位推計の 38.4％から 2.0 ポイント上昇して 40.4％になる見通し。

海外からの人口流入を前回と同程度に据え置いた場合は 42.0％。今回の中位推計は、海外から

の流入増加により押し下げられているものの、出生率の低下や長寿化の進行の影響が大きく、

前回より上昇。 

⚫ 15～64 歳人口と 65 歳以上人口の比は、前回の中位推計の 1.33 から 0.08 低下して 1.25 になる

見通し。海外からの人口流入を前回と同程度に据え置いた場合は 1.17。海外からの流入増加で

押し上げられているものの、出生率の低下や長寿化の進行などの影響が大きく、前回より低下。 

 

 このように、前回の推計と比べて海外からの人口流入が倍増する仮定になっているにもかかわらず、

約 100 年後には 15～64 歳の比率が前回より若干低下し、65 歳以上の比率が前回より上昇する結果と

なっている。近年は女性や 65歳以降で就労する割合が増えているため、今回の推計で示された年齢構

成の変化が公的年金などの社会保険制度の財政状況にそのまま影響するわけではない。しかし、女性

や高齢者の就労割合が増えなければ、今回の推計で示された年齢構成の変化に沿って厳しい状況とな

り、将来世代の負担が増すことが読み取れる10。就労形態の柔軟化や職業訓練の促進など、働きたい

人が働ける環境整備を、さらに進める必要があろう。 

 

 
10  公的年金の保険料は実質的に固定されているが、財政状況が悪くなれば将来の給付水準が下がる仕組みになっている。そのた

め、財政状況が厳しくなれば、将来世代は公的年金の給付水準の低下に伴って自助努力を増やす必要が生じる、という形で負担
が増す。 


